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１ 業務実績（別表１参照） 
（１）整備状況について 
 平成２８年度末の処理区域内面積は２，４８５ha【公共下水道（以下「公共」という。）１，７４

０ha、農業集落排水（以下「農集」という。）３４８ha、コミュニティ・プラント（以下「コミプラ」

という。）３９７ha】で、前年度に比べ増減はない。処理施設数は農集が１９箇所、コミプラ６箇所

である。 
 整備戸数は１５，５２６戸（公共９，８７５戸、農集２，８７３戸、コミプラ２，７７８戸）、整

備人口は４４，５０８人（公共２６，３４０人、農集９，１７７人、コミプラ８，９９１人）となっ

た。 
 なお、平成１５年度にコミプラ、平成１７年度に農集、平成２１年度に公共の建設改良工事がすべ

て完了している。  
（２）処理状況について 
 年間総処理水量は４，４８２，３０５㎥（公共３，０１５，３４０㎥、農集７３３，６８７㎥、コ

ミプラ７３３，２７８㎥）で、前年度と比較し４，６７１㎥（０．１％）増加している。一日平均処

理水量は１２，２８０㎥で、前年度と比較し４６㎥（０．４％）の増加、年間有収水量は４，０３２，

７４５㎥で、前年度と比較し７０，０６６㎥（１．８％）の増加となっている。有収率は９０．０％

で、前年度と比較し１．５ポイントの増加となっている。  
（３）水洗化の状況について 
 平成２８年度末の水洗化人口は３９，６６１人（公共２３，３５０人、農集８，４４４人、コミプ

ラ７，８６７人）、水洗化戸数は１３，９８７戸（公共８，９１１戸、農集２，６４２戸、コミプラ

２，４３４戸）で、整備人口に対する水洗化人口の割合を示す水洗化率は８９．１％となっている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 
（１）収益的収入及び支出について 
 事業収益は、予算額２２億６，６３１万３千円に対し、決算額は２３億６２万６千円（うち仮受消

費税額７，２０５万５千円）で、決算比率は１０１．５％となっている。主な内訳は、営業収益１０

億３４７万３千円（うち、仮受消費税額７，２０５万５千円）、営業外収益１２億９，６０２万７千

円である。 

 事業費用は、予算額２４億７，９４２万４千円に対し、決算額は２３億５，０６６万５千円（うち

仮払消費税額３，３９７万３千円）で、決算比率は９４．８％となっている。主な内訳は、営業費用

１９億５，９９５万２千円（うち、仮払消費税額３，３９７万３千円）、営業外費用３億９，０７１
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万２千円である。また、不用額は１億２，８７５万９千円となっている。  
（２）資本的収入及び支出について 
 資本的収入は、予算額１７億８，５９３万１千円に対し、決算額１１億６，５０６万４千円で、決

算比率は６５．２％となっている。内訳は、企業債６億７，７４８万円、出資金３億４，７２９万６

千円、補助金１億１，７６６万円、負担金２，２６２万８千円である。 

 資本的支出は、予算額２５億７，１９４万１千円に対し、決算額１８億６，９８７万４千円（うち、

仮払消費税額２，６５３万１千円）で、決算比率は７２．７％となっている。内訳は、企業債償還金

１５億３０４万２千円、建設改良費３億６，６８３万２千円である。 

 なお、翌年度繰越額は６億４，３４７万２千円で、不用額は５，８５９万５千円となっている。 

 資本的収支決算は、収入額１１億６，５０６万４千円に対し、支出額１８億６，９８７万４千円で、

差引き７億４８１万円だけ支出額が収入額を上回っており、この不足額は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額１，６１５万１千円、過年度分損益勘定留保資金２億６，８３１万７千円及

び当年度分損益勘定留保資金４億２，０３４万２千円で補てんした。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 
（１）収益について 
 事業収益は２２億２，８６０万３千円で、前年度と比較し８，４５５万円（３．７％）の減少とな

っている。 

 営業収益は、９億３，１４１万９千円で、総収益の４１．８％を占めており、前年度と比較し２，

３９０万８千円（２．６％）増加している。営業収益の主体をなす使用料は、９億５７万１千円で、

前年度と比較すると２，１１３万８千円（２．４％）の増加となっている。 

 営業外収益は、１２億９，６０５万９千円で、前年度と比較し１億８４６万５千円（７．７％）の

減少で、総収益の５８．２％を占めている。これは主に、営業外収益の主要な部分である市一般会計

からの他会計補助金について、コミュニティ・プラント事業に対する分が減少したためである。なお、

これ以外の営業外収益としては、地方公営企業会計制度の改正で平成２６年度より新たに設けられた

長期前受金戻入がある。  
（２）費用について 
 事業費用は２２億９，４７６万４千円で、前年度と比較して７，１５９万１千円（３．０％）の減

少となっている。 

 営業費用は１９億２，５９７万９千円で、前年度と比較して３，９３３万６千円（２．０％）減少

している。営業費用の主なものは、減価償却費１４億２，８０９万円、処理場費４億３３万６千円で
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ある。 

営業費用の減少の主なものは、減価償却費の減少４，６６４万２千円（３．２％）であり、主に、

平成３年度から供用を開始した流域下水道に係る供用開始以前取得分の固定資産について、償却期間

が終了したためである。 

 営業外費用は３億６，８７８万５千円で、前年度と比較して３，２２５万４千円（８．０％）の減

少で、主に企業債及び借入金の支払利息である。 
特別損失については、今年度は計上がない。  

（３）損益について 
 当年度の損益は、経常損失６，７２８万６千円、特別利益を差し引いた当年度純損失６，６１６万

１千円である。当年度純損失は、前年度の純損失５，３２０万２千円と比較すると、１，２９５万９

千円の悪化となっている。（次表参照）  
経 営 収 支 推 移 表        （単位：円） 

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

26 2,393,521,531 100.0 2,431,997,418 100.0 △ 38,475,887

27 2,313,152,786 96.6 2,366,354,941 97.3 △ 53,202,155

28 2,228,603,161 93.1 2,294,764,232 94.4 △ 66,161,071

事業収益 事業費用
純　損　益

 

（注）指数は２６年度を１００とした。 

 

（４）損益分析について 
イ．収益率について 

収益と費用の相対的な関連性をみる総収支比率は９７．１％で、前年度と比較し０．７ポイント

下がっている。これは、１００％以上高いほど良いとされており、全国平均の１０７．４％を下回

っている。 

（注）下水道事業会計決算審査意見書の本文中、「全国平均」とは平成２７年度地方公営企業年鑑（第

６３集）の法適用企業の全下水道事業の平均値である。 

経営成績を示す経常収支比率は９７．１％で、前年度と比較し０．６ポイント下がっている。こ

れは、１００％以上高いほど良いとされており、全国平均の１０７．６％を下回っている。 

営業活動の能率を示す営業収支比率は４８．４％で、前年度と比較し２．２ポイント上がってい

る。これは、１００％以上高いほど良いとされているが、減価償却費が大きい等の影響もあり、水

準以下となっている。 
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なお、上記の総収支比率及び経常収支比率は、市一般会計からの他会計補助金（平成２８年度：７

億５，７２５万円）を営業外収益として計上した結果であることに留意しなければならない。 

ロ．汚水処理原価について（別表１参照） 

有収水量１㎥当たりの使用料単価と汚水処理原価の推移をみると、１㎥当たりの使用料単価は２２

３．３円で、前年度と比較し１．４円増加した。また、汚水処理原価は５６９．０円で、前年度と比

較し２８．２円の減少となった。したがって、当年度では１㎥当たりの損益をみると３４５．７円の

損失となった。事業別で見ると、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業での損失が大き

いが、これは、同事業では集落が点在しておりかつ処理施設も多いことから、多額の維持管理費用を

要するためである。 

 

４ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 
（１）資産について 
 資産総額は４０６億７，０８１万１千円で、前年度と比較し８億９，９４３万円（２．２％）の減

少となっている。構成は、固定資産３９９億２，６４３万円、流動資産７億４，４３８万１千円とな

っている。固定資産は総資産の９８．２％を占めている。 

 固定資産３９９億２，６４３万円の内訳は、有形固定資産３９２億５，５６４万７千円、無形固定

資産６億７，０７８万３千円である。固定資産の主な構成は、構築物３５８億７，４８５万８千円、

機械及び装置２１億８，３９８万３千円、施設利用権６億６，８５０万９千円、建物６億５，７７４

万２千円である。 

 流動資産７億４，４３８万１千円の主な内訳は、現金預金４億８，６７３万円、未収金２億１，８

９５万１千円である。このうち、現金預金の期末残高４億８，６７３万円については、平成２９年３

月分の例月出納検査において現在高を確認した。 

 未収金は、貸倒引当金計上額及び破産更生債権等も含めると２億４，５５２万５千円となっている

が、そのうち主なものは、営業未収金が下水道使用料、営業外未収金は公共の県補助金や農集の新規

加入金、その他未収金は受益者負担金である。未収金が多額なのは、下水道使用料の徴収を水道事業

に委託しており、平成２９年１・２月分と２・３月分が未収計上されるためである。なお、１９１件

の下水道使用料等１８７万４千円（消費税込み）を不納欠損処理したため、同じ金額分の貸倒引当金

を取り崩している。  
（２）負債について 
 負債総額は３３８億５，４９０万１千円であり、前年度と比較し１１億８，０５６万５千円（３．

４％）の減少となっている。負債の構成は、固定負債１７９億４，３２７万９千円、流動負債１５億

８，８６１万８千円、繰延収益１４３億２，３００万４千円となっている。 
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 固定負債の内訳は、流動負債への計上額を除いた企業債１６８億７，７１１万７千円、他会計借入

金１０億円、リース債務６，６１６万１千円である。なお、他会計負担金は、水道事業からの長期借

入金である。 

流動負債の主なものは、１年以内に償還を予定している分の企業債１３億４，６３２万７千円、未

払金１億９，０６６万６千円である。未払金については、平成２８年度末までに支出決定されて翌年

度６月までに支出されている。 

繰延収益は、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いたものである。内訳は、長期前受

金２１７億５，１５４万７千円、長期前受金収益化累計額７４億２，８５４万３千円である。 

 

（３）企業債の償還について 
 平成２８年度の企業債は、新たに６億７，７４８万円を借り入れ、１５億３０４万２千円を償還し

た結果、年度末現在の未償還残高は、８億２，５５６万２千円減の１８２億２，３４４万４千円にな

っている（資本費平準化債を含む）。企業債利息は３億６，６４４万８千円で、企業債利息対料金収

入比率は４０．７％となっており、料金収入の多くを企業債利息の返済にあてていることになる。な

お、同比率の全国平均は３０．６％である。 

 一方、企業債平均借入利率は１．９２％となっている。補償金免除繰上償還制度を利用してきた結

果、平均借入利率は小さくなった。当該制度の要件緩和について、今後も国県に対して要望されたい。 

 また、下水道事業債の元金償還期間よりも下水処理施設の減価償却期間が長いため構造的に資金不

足が生じるが、各年度の償還費用を軽減するために、以前より資本費平準化債の活用を行っている。 

今後も、償還費用を負担する市一般会計の財政状況等を勘案して、市財政当局との連携を図りながら、

綿密な財政計画に基づき、より有利な企業債の償還に努められたい。  
企 業 債 の 推 移           （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入額 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高

26 21,566,920,589 485,400,000 1,768,674,714 430,660,784 20,283,645,875

27 20,283,645,875 478,670,000 1,713,309,414 399,248,987 19,049,006,461

28 19,049,006,461 677,480,000 1,503,042,292 366,447,915 18,223,444,169  

（注） 

＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
料 金 収 入 

＊企業債平均借入利率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
（当年度償還元金＋当年度末残高）－当年度借入額    
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（４）資本について 
 資本総額は６８億１，５９０万９千円で、前年度と比較し２億８，１１３万５千円（４．３％）の

増加となっている。資本の構成は、資本金４７億６，４７８万２千円、剰余金２０億５，１１２万７

千円であり、これを前年度と比較すると、資本金は３億４，７２９万６千円（７．９％）増加し、剰

余金は６，６１６万１千円（３．１％）減少している。 
 また、剰余金の構成は、資本剰余金１億２，８６９万７千円及び利益剰余金１９億２，２４３万円

であり、資本剰余金は、全て補助金である。 

 

５ 剰余金計算書 
（１）資本金について 
 前年度末残高４４億１，７４８万６千円から、前年度に処分するものは無かった。 

当年度においては、一般会計出資金の受け入れによる増加３億４，７２９万６千円により、４７億

６，４７８万２千円となっている。  
（２）資本剰余金について 
 前年度末残高からの変動がなかったため、資本剰余金は前年度と同額の１億２，８６９万７千円で

ある。 

 

（３）利益剰余金について 
 前年度末未処分利益剰余金残高１９億８，８５９万１千円から前年度に処分するものが無かったた

め、それと同額を前年度からの繰越利益剰余金として計上した。 

 一方、当年度純損失が６，６１６万１千円となったため、当年度未処理利益剰余金は１９億２，２

４３万円となった。 

 

６ 財務分析 
（１）構成比率について 
 総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は９８．２％で、前年度と比

較し０．５ポイント低くなった。この比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあるとされている。 

 経営の安定状況をみる固定負債構成比率は４４．１％で、前年度と比較し０．７ポイント低くなっ

た。これは、負債、資本のうち固定負債の占める割合を示しており、この比率は小さいほど経営安定

といえる。企業債残高の減少のため、ここ数年、減少傾向を示している。 

 総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は５２．０％で、前年度と比較し０．

９ポイント高くなった。この比率は、大きいほど望ましいとされ、全国平均は５７．８％である。 
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（２）財務比率について 
 固定資産が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は１０２．２％で、

前年度と比較し０．７ポイント低くなった。この比率は、１００％以下が望ましいとされ、全国平均

は１０１．９％である。 

 固定資産のうち自己資本で調達されている部分の割合を示す固定比率は１８８．９％で、前年度と

比較し４．１ポイント低くなった。この比率は、１００％以下が望ましいとされ、全国平均は１６８．

５％である。 

 短期債務に対する支払能力を示す流動比率は４６．９％で、前年度と比較し１４．５ポイント高く

なったが、全国平均の５９．４％を下回っている。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとさ

れているが、地方公営企業会計制度の改正により、１年以内に償還を予定している分の企業債が流動

負債に計上されたため、平成２６年度以降、数値が大幅に低くなっている。 

 支払能力をみる当座比率は４４．４％で、前年度と比較し１３．８ポイント高くなったが、全国平

均の５１．５％を下回っている。この比率は、当座資産（現金、預金、未収金）と流動負債との対比

で支払能力をみるもので、１００％以上が望ましいとされている。 

即時支払能力を示す現金比率は３０．６％で、前年度と比較し１１．６ポイント高くなった。この

比率は、一般に２０％以上が望ましいとされ、全国平均は３５．８％である。 
 

（３）一般会計補助金等について 
 下水道事業会計の一般会計補助金等は、地方公営企業法第１７条の２の経費の負担の原則に基づき、

下水道事業を経営する上で、市の一般会計で義務的に負担する必要のあるものである。しかし、経費

の負担元の市一般会計の運営も非常に厳しいことから、補助金等の額は次表のとおりとなっている。 

 

一般会計補助金等の推移            （単位：円） 

雨水処理負担金 一般会計補助金 一般会計出資金 雨水処理負担金

26 27,971,000 929,726,000 463,527,000 0 1,421,224,000

27 27,010,000 865,087,000 432,420,000 0 1,324,517,000

28 29,988,000 757,250,000 347,296,000 0 1,134,534,000

年度
収益的収支

合計
資本的収支

 

 

（４）損益勘定留保資金及び補てん財源について 
 減価償却費、資産減耗費は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対応させて、期間利益を

適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は現金支出を伴わないもので

あるために、その償却費等の計上分だけ償却資産等に投下された貨幣資本が企業内に留保され、その
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結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この内部留保資金をもって新たな資

産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 
 平成２８年度は、損益勘定留保資金８億３，１３８万５千円、消費税資本的収支調整額１，６１５

万１千円及び昨年度からの繰越補てん資金２億６，８３１万７千円から、資本的収支不足額７億４８

１万円への補てんをし、翌年度繰越補てん資金は４億１，１０４万３千円となった。平成２８年度は、

資本的収支不足額が昨年度よりも小さくなったこともあり、収益的収支欠損金が発生したにもかかわ

らず、翌年度繰越補てん資金は増加した。  
下水道事業補てん財源内訳書            （単位：円） 

減価償却費 資産減耗費
長期前受金戻

入
当年度欠損金 計

消費税資本的

収支調整額

過年度分損益

勘定留保資金

当年度分損益

勘定留保資金

翌年度繰越補

てん資金

26 1,472,484,112 0 △ 533,228,480 △ 38,475,887 900,779,745 932,895,230 7,347,079 324,389,204 601,158,947 299,620,798

27 1,474,731,796 0 △ 533,583,904 △ 53,202,155 887,945,737 933,583,172 14,333,314 299,620,798 619,629,060 268,316,677

28 1,428,089,914 0 △ 530,543,784 △ 66,161,071 831,385,059 704,809,696 16,151,196 268,316,677 420,341,823 411,043,236

年

度

損　益　勘　定　留　保　資　金
資本的収支不

足額

補　て　ん　財　源

 

 

７ まとめ 
（１）下水道事業の概要 
 下水道事業会計は、職員各自の企業意識をより一層高めると共に、管理執行体制を含めた経営の効

率化と経費の節減を図ることを目的に、平成１３年度に従来の公共下水道事業、農業集落排水事業、

コミュニティ・プラント整備事業の各特別会計を統廃合して、地方公営企業法の財務規定等の適用を

受ける公営企業会計として設置されたものである。 

 下水道の整備は、地域の健全な発展、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全を図るためにも重要

であり、事業が進められてきた結果、本市における下水道（公共、農集、コミプラ）の普及率は平成

２８年度末現在で９９．３％、水洗化率は８９．１％となっている。 

 事業面では、建設改良に係る事業費が３億２，８０５万円で、その主な工事内容は、西高室区画整

理地区等で下水道施設及び雨水渠の整備事業等を実施している。 

 また、当年度の経営成績は、事業収益２２億２，８６０万３千円、事業費用２２億９，４７６万４

千円で、差引で６，６１６万１千円の純損失を計上している。当年度においても収益的収支は赤字と

なっており、これは主に、コミュニティ・プラント事業に対する一般会計繰入金が減少したことによ

るものである。 

 平成２１年度に下水道整備事業が完了したものの多額の費用を要し、企業債未償還残高は平成２８

年度末で、１８２億２，３４４万４千円となっている。企業債元金の償還額は平成２９年度～３８年

度まで平均１２億８，５９０万円であり、当該平均償還額は少しずつ改善してきてはいるものの、依

然として厳しい財政状況である。 
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 今後も、水洗化の促進による収入の確保や借換債の拡充、公共下水道区域の拡大をはじめとする生

活排水処理計画の見直しとそれに伴う処理場の統廃合など、より効率化、合理化、施設の適正な管理

に努められるよう望むものである。  
（２）水洗化の促進について 
 水洗化率は年々上昇しており、平成２８年度では前年度に比べて１．２％増の８９．１％となった。

これは、職員による未水洗化家庭の戸別訪問を実施すると伴に、水洗化に伴う排水設備工事費用の負

担を軽減するために昨年度に創設した水洗化補助金交付制度を継続して実施（今年度の交付実績は、

６０件・８００万円）し、水洗化促進に努めた結果である。 

 今後も引き続き、生活環境の向上と自然環境を守るという下水道整備の本来の目的を実現するとと

もに、効果的な投資となるように、処理区域内の水洗化率の向上に努められたい。 

 

（３）使用料、受益者負担金の未収金と不納欠損について 
 各会計年度決算に係る不納欠損処分後の過年度未収金の推移は、下記のとおりである。 

平成１８年度から徴収事務を水道料金と併せて民間委託し、未収金徴収業務の強化が図られた。当

年度末現在では、前年度に比べ過年度未収金が３７３万１千円減少した。 

長期にわたる未収金については、的確な回収方策を検討するとともに、回収不能と認められるもの

については適時に処理を行う必要がある。合わせて今後も、未収金の回収について、一層の努力を払

われたい。  
過年度分の未収金の推移         （単位：円） 

年度 

公 共 下 水 道 農  集 コミプラ 

合 計 

使 用 料 受益者負担金 使 用 料 使 用 料 

26 10,321,100 20,724,248 2,452,550 1,656,010 35,153,908 

27 9,712,850 18,944,640 2,313,820 1,674,800 32,646,110 

28 8,523,220 16,888,250 2,055,580 1,447,840 28,914,890 

 


